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EUバッテリー規則が示す新たな規制像 

 

東京大学大学院法学政治学研究科教授 伊藤 一頼 

 

１．EUバッテリー規則をめぐる状況 

 EUでは2023年8月17日からバッテリー規則が施行さ

れた1。本規則は，EUで販売されるほぼ全てのバッテ

リー（蓄電池）製品に対し，その製造からリサイクル

までの諸段階で排出される温室効果ガスの量を開示す

ることなどを求めるもので，EUが気候変動対策として

掲げる欧州グリーン・ディールの一環を成している。

高機能のバッテリーは，再生可能エネルギーや電気自

動車の普及にとって欠かせない製品であるが，その生

産過程では電力が多量に消費されるなど環境負荷も高

いため，いち早く規制が導入されることになった。 

 もっとも，本規則は事業者に高い遵守コストを課す

ものであり，特にEUへとバッテリー製品を輸出する域

外生産者にとって事実上不利に作用する可能性もある

ことから，世界貿易機関(WTO)協定との整合性が問題

となり得る。また，後述のように，本規則はバッテリ

ー製品のサプライチェーン全体に関する情報を，人権

侵害の有無等も含めて開示させる内容となっており，

EUが別途検討を進めている企業サステナビリティ・デ

ューディリジェンス指令案2とも密接に関連する。そこ

で以下では，本規則の内容を概観しながら，その意義

や法的な課題に触れることとしたい。 

 

２．バッテリー規則の概要 

(1) カーボンフットプリント 

 本規則において，カーボンフットプリント(CFP)と

は，バッテリー製品システムにおける温室効果ガス排

出量と温室効果ガス除去量の合計を二酸化炭素換算値

で表したものをいう（3条1(21)）。このCFPを，バッテ

リー製品のライフサイクル全体，すなわち原材料の入

手・前処理，主要製品の生産，流通，リサイクルとい

う各段階について算出し（生産者の影響下にない使用
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段階は除外），その情報を製品自体にQRコード等で表

示するよう本規則は求める（7条1(e)）。この開示義務

の開始時期はバッテリーの種類等により異なるが，早

ければ2025年2月から実施される。さらに，2028年2月

以降は順次，EUが定めるCFPの最大閾値未満のもので

なければバッテリー製品を販売できなくなる（7条3）。 

(2) リサイクル率 

 2028年8月以降順次，バッテリー製品の原材料（コバ

ルト，鉛，リチウム，ニッケル）のリサイクル率を開

示することが求められる（8条1）。さらに，2031年8月

以降順次，かかるリサイクル率がEUの定める下限値を

上回ることが求められる（8条2）。 

(3) デューディリジェンス 

 前会計年度の純売上高が4千万ユーロ以上であるなど

一定規模以上のバッテリー事業者は，2025年8月以降，

デューディリジェンス方針の策定・実施が求められる

（48条1）。その上で事業者は，自社のサプライチェー

ンにおける悪影響のリスクを特定・評価し，当該リス

クに対処するための戦略（取引先に圧力をかけること

や取引を停止することを含む）を実施する義務を負う

（50条1）。ここでいうリスクとは，本規則の附属書10

に掲げられたものを指し，例えば気候変動，環境汚染，

労働者の権利の侵害などがある。こうしたデューディ

リジェンス義務を履行するための指針が2025年2月まで

に欧州委員会から公表される予定であるが（48条5），

事業者は，附属書10に掲げる既存の国際基準（OECD

の責任ある企業行動のためのデューディリジェンス指

針など）を自社の方針に組み込むことも求められてい

る（49条1(b)）。これらの各事業者の方針並びにリスク

対処活動は，インターネット等を通じて一般に開示さ

れねばならず（52条3），また第三者機関による検証の

対象となる（51条）。 

(4) デジタルバッテリーパスポート 

 2027年2月以降，バッテリー製品はバッテリーパスポ

ートと呼ばれる電子情報をQRコードにより具備するこ

とが求められる（77条1，3）。ここに記載されるべき情

報は本規則の附属書13が定めており，一般にアクセス

可能な項目と，欧州委員会及び正当な利害関係者（リ

サイクル業者等）のみがアクセスできる項目があるが，

前者には，バッテリーの組成や性能，CFPの値，デュ

ーディリジェンス方針に関する報告書などが含まれる。

なお，欧州委員会は2020年の新循環経済行動計画に基

づき，2022年にエコデザイン規則案を公表しており3，

そこでは広範な製品を対象とした「デジタルプロダク

トパスポート」の構想が示されている。バッテリーパ

スポートはこれを先行して実現する試みであり，デジ

タルプロダクトパスポートとの相互運用性を確保する

ことが本規則で定められている（78条(a)）。 

 

３．若干の検討 

(1) バッテリー規則が目指すもの 

 本規則がバッテリー製品に関するCFPの開示を義務

付け，またその上限値を設定することは，気候変動の

防止に向けた政策として疑いなく重要な意義を有する

であろう。ただ，本規則の目的や射程はそれにとどま

らず，①企業のサプライチェーン・デューディリジェ

ンスを通じた世界大の環境的・社会的価値の実現，②

製品のライフサイクル全体をカバーする各種データの

デジタルスペースでの集約・可視化，というEUの長期

的な戦略目標を先行して追求する面もあると思われる。

それゆえ，本規則を試金石として運用しながら，将来

的にはより広い製品や企業活動に対して，本規則を類

推・発展させた仕組みを導入することにEUの関心は向

けられているといえよう。 

(2) 国際法との適合性 

 それでは，こうした制度を設けることは国際法に照

らして問題はないのだろうか。この点に関しては特に，

WTO協定の一部を成す「貿易の技術的障害に関する協

定」（TBT協定）との整合性を検討する必要がある。 

 本規則はTBT協定附属書1で定義される強制規格に該

当すると考えられるため，同協定2条の義務に服するこ

とになる。まず2.1条は，強制規格が産品の原産地に基

づく差別をもたらさないよう求めているところ，バッ

テリーの生産過程で消費される電力の炭素排出量は，

原子力や再生可能エネルギーの発電割合が高いEUの方

が他の諸国よりも一般に少なくなるため，今後バッテ

リー製品の競争力を左右するCFPの開示や上限値の義

務に関して，EU産品が輸入品よりも有利になる可能性

がある。 

 もっとも，先例で示された解釈によれば，輸入品へ

の不利な影響が「規制上の正当な区別(legitimate 

regulatory distinction)」のみを理由として生じている場

合は違法な差別とはならない4。それゆえ，気候変動の

防止が政策目的である以上，生産過程での炭素排出量
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の多い製品群が不利な影響を受けることは，それ自体

としては違法ではないと考えられる。ただ，先例は同

時に，かかる規制上の区別が「公平な方法(even-handed 

manner)」で設計・適用されていない場合には正当とは

いえないと述べる5。この点，本規則は，CFPの算出方

法は欧州委員会の製品環境フットプリント(PEF)手法

に準拠しつつ委任法において今後定めるとしているが

（7条1及び附属書2），CFPの方法論をめぐっては様々

なアプローチが提唱されており，仮にEUがそうした状

況を考慮せず特定の手法のみを合理的理由なく強制す

るような姿勢を示した場合は，公平性が疑問視される

こともあり得る。 

 またTBT協定2.2条は，強制規格が，正当な目的の達

成のために必要である以上に貿易制限的であってはな

らないと規定する。従来の紛争事例ではこの条項の違

反は認定されにくい傾向にあるが，本規則について問

題になるとすれば，CFPだけでなくデューディリジェ

ンスの義務を課している点が，特に外国事業者にとっ

て貿易制限的に作用するという主張がなされる可能性

はある。 

(3) デジタル戦略への示唆 

 CFPやデューディリジェンスに関する義務を履行す

るためには，（使用後のリサイクル段階も含めて）広大

なサプライチェーンにおける関係事業者を把握し，情

報の提供を受ける必要がある。こうした，製品のライ

フサイクルにわたる企業間のデータ連携を可能にする

システムの構築が欧州では進められており（Gaia-Xな

ど），それは本規則（及び将来の同様の規則）の遵守コ

ストを低下させる効果があろう。外国企業もそこに参

加することはできるが，それは長期的に見て欧州がデ

ータの集積地になることを意味し，それ自体が欧州の

競争力を著しく高める結果となり得る。さらに，こう

したデータ提供要求型の規制をEUだけでなく他の諸国

も導入するようになれば，国家間あるいはデータ連携

システム間でのデータの奪い合いという様相が濃くな

るかもしれない。それを完全な競争に委ねるのか，あ

るいは国際的に何らかの調整や規律の仕組みを設ける

べきなのかが，今後の課題として検討されねばならな

い点であろう。 

 

【注】 
 
1  Regulation (EU) 2023/1542 of the European 
Parliament and of the Council of 12 July 2023 
concerning batteries and waste batteries, amending 
Directive 2008/98/EC and Regulation (EU) 2019/1020 
and repealing Directive 2006/66/EC. 
2 European Commission, Proposal for a DIRECTIVE 
OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE 
COUNCIL on Corporate Sustainability Due Diligence 
and amending Directive (EU) 2019/1937, 
COM/2022/71 final.  
3  European Commission, Proposal for a 
REGULATION OF THE EUROPEAN PARLIAMENT 
AND OF THE COUNCIL establishing a framework for 
setting ecodesign requirements for sustainable 
products and repealing Directive 2009/125/EC, 
COM/2022/142 final. 
4 United States — Measures Affecting the Production 
and Sale of Clove Cigarettes,  WT/DS406/AB/R, 4 
April 2012, para.176. 
5 Ibid. ,  para.95. 
 
（いとう・かずより＝  

東京大学大学院法学政治学研究科教授）  
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原子力損害賠償・廃炉等支援機構法に基づく賠償支援制度の課題 

――原子力事業者の財産権保護の観点から 

 

研究員 釜口 昂大 

 

１．はじめに 

 日本では，福島第一原子力発電所事故（以下「福

島事故」という）以降，原子力損害賠償・廃炉等支

援機構法（以下「機構法」という）に基づいて，東

京電力ホールディングス株式会社（以下「東京電

力」という）による被害者への損害賠償の迅速かつ

適切な実施を確保するために，原子力損害賠償・廃

炉等支援機構（以下「機構」という）による資金提

供などの支援が行われてきた。ここで，機構が資金

提供を行う上での主な原資は，原子力事業者（機構

法38条にいう原子力事業者を指す，以下同様）から

の一般負担金である。 

 原子力損害の賠償に関する法律（以下「原賠法」

という）は民法の特別法であるため1，本来であれ

ば，不法行為責任を負わない東京電力以外の原子力

事業者に賠償金を負担する責任は生じないが，一つ

の原子力事業者の資力のみによって莫大な賠償金の

全額を担うことは現実的ではないことから，機構法

は，原子力事業者間での相互扶助という観点に基づ

いた賠償支援の仕組みを可能にした2。 

 機構法の立法目的には，事業者間で資金を拠出し，

将来の原子力事故に備える機能が含まれる3。しか

し，現在の運用においては，一般負担金の大部分が

福島事故の賠償に充当されており，将来の損害賠償

に備えるための積立てとしては機能していない。さ

らに，一般負担金を収納する際に，将来の事故に備

えるための負担部分と既に発生した原子力事故の賠

償のために用いられる負担部分は区分経理されてい

ないことから，今後，加害者である東京電力が十分

な資力を得た場合にも，当事者ではない4原子力事

業者の負担が生じ続けることとなる。このことによ

って，機構法の仕組みは，当事者ではない原子力事

業者の財産権を侵害するおそれがある。 

 そこで，本稿では，機構法に基づく賠償支援の仕

組みと一般負担金の法的性質を記載した上で（２．），

機構法に基づく一般負担金の徴収が，当事者ではな

い原子力事業者の財産権を侵害し得るかという問題

について検討する（３．）。そして，機構法の下で当

事者ではない原子力事業者が負う負担を将来的に軽

減するための法制度について検討する（４．）。なお，

本稿の意見については，筆者の個人的見解であり，

あり得べき誤りは全て筆者個人に帰属するものであ

る。 

 

２．機構法による賠償支援の仕組みの概要と一般

負担金の法的性質 

(1) 機構法による賠償支援の仕組みの概要 

 機構は，原賠法3条の規定により原子力事業者が

賠償の責めに任ずべき額が原賠法7条1項に規定する

賠償措置額を超える原子力損害が生じた場合におい

て，当該原子力事業者が損害を賠償するために必要

な資金の交付その他の業務を行うこととされている

（機構法1条）。 

 ここで，機構法38条1項各号が規定する原子力事

業者に該当する者は，機構の事業年度ごとに，機構

の業務に要する費用に充てるため，機構に対して一

般負担金を納付しなければならない（機構法38条1

項）。そして，一般負担金の額は，機構の事業年度

ごとに原子力事業者から納付を受けるべき負担金の

額の総額として機構が運営委員会の議決を経て定め

る額に，同委員会の議決を経て原子力事業者ごとに

定める負担金率を乗じて得た額とされる（機構法39

条1項）。 

 また，機構法は政府の国債発行による資金援助に

ついても定めている。すなわち，機構が，資金援助

の申込みを行った原子力事業者と共同して特別事業

計画を作成し，主務大臣から認定を受けることで

（機構法45条），政府は，特別資金援助5に係る資金

交付を行うために必要となる資金の確保に用いるた

め，国債を発行し，これを機構に交付することがで

きる（機構法48条1～2項）。そして，機構は，特別

資金援助に係る資金交付を行うために必要となる額
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を限り，交付された国債の償還を請求することがで

きる（機構法49条1項）。ただし，特別資金援助によ

って交付された国債及び国債の償還を受けた額に関

しては，機構法50条の国債の返還及び59条4項の国

庫納付によって，機構から国に全額返還されること

が予定されている6。 

 そして，特別事業計画の認定を受けた原子力事業

者は，一般負担金に特別負担金額を加算した額を機

構の事業年度ごとに納付することとされている（機

構法52条1項）。 

(2) 一般負担金が租税の外延に含まれるかについて 

 一般負担金は，原子力事業者である限り機構法に

基づいて納付を強制されるという点において，租税

類似の性質を有する。そこで，機構法に基づく一般

負担金が租税の外延7に含まれ，租税の賦課徴収に

関する基本原則が適用されるかについて検討する。 

 租税は，「国家が，特別の給付に対する反対給付

としてではなく，公共サービスを提供するための資

金を調達する目的で，法律の定めに基づいて私人に

課する金銭給付である」と学説上定義される8。そ

して，租税は，公共サービスの資金を調達するため

に，国民の富の一部を国家の手に移すものであるか

ら，その賦課徴収は必ず法律の根拠に基づいて行わ

なければならないとされる9（租税法律主義）。 

 上記の定義によると，機構法に基づく一般負担金

は，国や地方公共団体等の国家が賦課徴収するもの

ではないため，実体法上の租税ではないといえる。

しかし，旭川市国民健康保険料事件最高裁判決10は，

「租税以外の公課であっても，賦課徴収の強制の度

合い等の点において租税に類似する性質を有するも

のについては，憲法84条の趣旨が及ぶと解すべき」

であるとしており，租税以外の公課についても，強

制の度合いによっては租税法律主義が及ぶべき旨を

示している。 

 ここで，一般負担金は，将来の事故の際の反対給

付を得るための拠出金としての性質を有するため，

対価性があるといえる。しかし，一般負担金は，将

来の事故に備えるための負担部分と福島事故の賠償

のために用いられる負担部分が区分経理されていな

いことから，当事者ではない原子力事業者にとって

は，対価性のない福島事故の賠償支援のためにも用

いられることとなる。 

 したがって，当事者ではない原子力事業者が納付

する一般負担金に関しては，福島事故の賠償支援と

いう公共的資金の調達を目的として課せられる租税

類似の賦課徴収であると評価できる11。加えて，原

子力事業者は，法律に基づいて一律に一般負担金支

払義務を負っており，原子力事業者が一般負担金を

納付しなかった場合には，その旨の公表を受けるこ

とが規定されている（機構法38条4項）。 

 以上を踏まえると，機構法に基づいて徴収される

一般負担金は，当事者ではない原子力事業者にとっ

ては賦課徴収の強制の度合いが必ずしも弱いとはい

えず，租税の外延として，租税の賦課徴収に関する

基本原則が及ぶ余地があるものと解する12。 

 

３．一般負担金の徴収によって生じる当事者では

ない原子力事業者の財産権侵害に関する検討 

 以上のように，一般負担金の収納に関して区分経

理がなされていないことで，当事者ではない原子力

事業者は，対価性のない租税類似の負担を強いられ

ていることとなる。ここで，現行の機構法における

一般負担金の主な用途である福島事故の賠償支援に

おいて，どのような公共性が認められるかが問題と

なる。機構法に基づく賠償支援制度が，当事者では

ない原子力事業者に対して，法律によって不当に金

銭的負担を強いる制度であるとすると，憲法29条が

保障する財産権の侵害となることも考えられる。そ

こで，以下では，財産権侵害を判断する上で使用さ

れる審査基準を用いて，原子力事業者の財産権保護

の観点から検討を行う。 

(1) 財産権侵害に関する審査基準 

 憲法29条1項は，「財産権は，これを侵してはな

らない」と定める。そして，同条2項は，財産権が

受ける制約について，「財産権の内容は，公共の福

祉に適合するやうに，法律でこれを定める」と定め

る。財産権の制約に関しては，森林法共有分割制限

事件判例13は，職業選択の自由の判例理論に基づく

明白性の原則よりやや厳格な基準によって審査して

いる14。すなわち，「裁判所としては，立法府がし

た右比較衡量に基づく判断を尊重すべきものである

から，立法の規制目的が前示のような社会的理由な

いし目的に出たとはいえないものとして公共の福祉

に合致しないことが明らかであるか，又は規制目的
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が公共の福祉に合致するものであっても，規制手段

が右目的を達成するための手段として必要性若しく

は合理性に欠けていることが明らかであって，その

ため立法府の判断が合理的裁量の範囲を超えるもの

となる場合に限り」憲法29条2項に違背するという

判断基準を示している。 

 したがって，財産権侵害に関しては，①立法目的

の公共性，②規制手段の必要性，③規制手段の合理

性，の三つの観点から合憲性が判断される。①につ

いては，学説上，財産権が服する公共の福祉は，内

在的制約15のほか，社会的公平と調和の見地からな

される積極目的規制（政策的規制）16にも服すると

される17。②については，規制手段が立法目的を達

成するために必要な限度を超えたものであるかどう

かが審査基準となる。③については，立法目的と規

制手段との間で合理的関連性が認められるかどうか

が審査基準となる18。 

(2) 機構法に基づく規制手段の評価 

ａ．原子力事業者の人権享有主体性 

 まず，機構法38条は，原子力事業者の有する金銭

を法律に基づき徴収することを定めたものであるた

め，原子力事業者の所有権は，法律によって制限を

受けているといえる。そして，法人である原子力事

業者は，機構法によって制限される所有権について，

憲法29条1項が保障する財産権の享有主体となり得

るものと解する19。 

ｂ．機構法の立法目的の公共性 

 次に，機構法1条が定める「原子力事業者が損害

を賠償するために必要な資金の交付その他の業務を

行うことにより，原子力損害の賠償の迅速かつ適切

な実施及び電気の安定供給その他の原子炉の運転等

（…）に係る事業の円滑な運営の確保を図るととも

に，…もって国民生活の安定向上及び国民経済の健

全な発展に資する」の立法目的の公共性について検

討する。 

 前提として，原子力事故は，ひとたび発生すると

広範かつ甚大な被害をもたらす性質をもつ。こうし

た原子力事故により引き起こされる被害の特殊性に

鑑みると，被害者への公平な救済措置を実現するた

めに賠償支援を行うことに公共性がないとまではい

えないと考えられる。 

 しかし，原賠法3条及び4条は，原子力損害を生じ

させた原子力事業者にのみ賠償責任が生じる旨を定

めている。この趣旨からすると，加害者が賠償額の

全額を負担することを原則とすべきであり20，加害

者の資力では被害者に対する公平な救済措置を実現

することが困難な場合に限定して，機構法の立法目

的に公共性を認めるべきであると解する。 

ｃ．機構法による規制手段の必要性 

 機構法59条4項は，機構が，毎事業年度において

機構に生じた残余金の全額について，機構法49条2

項によって国債の償還を受けた額を満たすまで国庫

に納付するべき旨を定める21。しかし，この手法に

よると，国庫納付が続く限り，原子力事業者が納付

した一般負担金は最終的に福島事故の賠償支援のた

めに用いられることとなる。そのため，当事者では

ない原子力事業者が納付する一般負担金のうち福島

事故の賠償支援に用いられる額を，加害者の資力の

回復等に応じて逓減することは困難になる22。この

ことから，機構法に基づく一般負担金の徴収は，原

賠法3条及び4条の趣旨から逸脱して，加害者が履行

すべき賠償債務をほかの原子力事業者に引き受けさ

せる制度であるといえる。 

 加えて，一般負担金を拠出する各原子力事業者に

とっては，機構法による積立てを通じて，将来発生

するおそれのある賠償リスクを軽減することも機構

法に期待する機能の一つであると考えられる。しか

し，上記制度によると，国庫納付を完了するまでの

期間は積立てを行うことができないため，侵害の程

度が大きいといえる。 

 以上を踏まえると，当事者ではない原子力事業者

が受ける財産権侵害の程度は著しいものであり，機

構法に基づく規制手段は，立法目的を達成するため

に必要な限度を超えているといえる。 

(3) 機構法に基づく規制が当事者ではない原子力

事業者の財産権を侵害するかについて 

 機構法に基づく資金援助には限定的な運用が求め

られることに照らすと，当該規制手段は，立法目的

を達成するために必要な限度を超えており，機構法

に基づく規制は，当事者ではない原子力事業者の財

産権を侵害すると判断される余地があるといえる。 
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４．当事者ではない原子力事業者の負担を軽減する

ための法制度に関する検討 

(1) 区分経理による賠償支援部分の明確化について 

 以上のとおり，機構法は，福島事故の賠償に伴う

負担を長期にわたって当事者ではない原子力事業者

に負わせるおそれのある制度であることをみてきた。  

 こうした負担を将来的に軽減するためには，一般

負担金のうち，福島事故の賠償支援に用いられる負

担部分を区分経理することで，一般負担金とは別の

枠で収納することが考えられる。具体的には，福島

事故の加害者である東京電力のみに納付させている

特別負担金（機構法52条）の位置付けを，福島事故

の賠償支援に充てる負担金を収納するための枠とし

て再構築することで，現行法上は一般負担金として

収納する費用の一部を特別負担金に移行することが

考えられる。これにより，一般負担金に占める賠償

支援部分の明確化が図られ，福島事故の賠償支援に

用いられる負担部分を東京電力の資力に応じて調整

可能なものとすることができる。 

 ここで，従来の一般負担金は，機構の運営費用等

として収納し，その残余金は将来への積立てとして

使用することで，将来発生する事故への備えとする

ことが可能となる。現時点では，いまだ福島事故に

おける損害賠償紛争が終結しているとは言い難い状

況であるため23，当面の間は，将来のための積立て

を行うことは困難であると考えられる。しかし，こ

の方法をとることで，将来的に状況が改善した場合

には，福島事故に伴う賠償債務の完済を待たずして

積立てを行うことが可能となる。  

 また，国庫納付に関しては，残余金の全てを納付

するのではなく，福島事故の賠償支援のための負担

金に関して生じた残余金のみを納付することが考え

られる。その上で，福島事故の賠償支援のために収

納する負担金の総額は，可能な限り加害者である東

京電力の負担によることはもとより24，東京電力の

財務状況が改善されたと判断される場合は，当事者

ではない原子力事業者の負担を段階的に軽減してい

くべきである。以上のように，事故後の賠償支援に

用いられる金額を明確に区別することで，当事者で

はない原子力事業者の負担軽減を図ることができる

と考える。 

(2) 区分経理を行うことが東京電力の経営にもたら

し得る影響について 

ａ．賠償債務が負債計上されることに伴う債務超過

のおそれ 

 上述の区分経理によって，当事者ではない原子力

事業者の負担を段階的に軽減することが望まれる一

方で，賠償のための負担金の全てを東京電力に一手

に負わせることになると，福島事故に関する賠償債

務の全てが東京電力の負債として計上されるおそれ

がある25。現在の東京電力の財務諸表においては，

賠償債務の一部が負債として計上されているにとど

まるが26，福島事故に関する巨額の賠償債務の全て

が負債として計上されると，東京電力は債務超過に

陥り，倒産するおそれがある。 

ｂ．信用リスクの増大に伴う資金調達の問題 

 加えて，区分経理に伴う過度な負担の増大により

東京電力の財務状況が悪化すると，資金調達の面に

おいても問題が生じることとなる。電気事業者の資

金調達の手法の一つとして，社債の発行が挙げられ

る。ここで，社債の利率は，一般的に，信用リスク

が高ければそれだけ高くなり，信用リスクが低けれ

ばそれだけ低くなるとされている27。そして，信用

リスクの評価に当たっては，信用格付業者（金融商

品取引法2条36項）による信用格付（同法2条34項）

の等級によって判断されることとなる28。信用格付

業者による信用格付は，発行体が負う全ての金融債

務についての支払い能力を見極めること等を目的と

しているため29，機構法による支援を過度に抑制す

ることで東京電力の財務状況が悪化し，倒産リスク

が高まると，信用リスクが高くなることが想定され

る。 

 通常，社債発行会社が公募社債を起債する際には，

引受証券会社が総額引受けを行い，投資家に販売す

ることが一般である30。しかし，会社の信用リスク

が高い場合，社債発行時の利率を決定する過程にお

いて，引受証券会社がリスクプレミアム31を考慮し

て，高い利率を要求することが考えられる。高い利

率は，東京電力の資金調達コストを増加させ，その

結果，電気事業の経営を長期的に圧迫するおそれが

ある。特に，電力事業においては多額の資金が必要

であるため，高金利の社債を発行せざるを得ない状

況に陥った場合，資金調達が難しくなり，電気事業
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の運営に影響を及ぼす可能性が高まることが考えら

れる。 

(3) 区分経理に伴う適切な負担割合の設定 

 公共事業者である東京電力の倒産を防ぎ，電力の

安定供給を損なわないようにすることを目的の一つ

として機構が設立されたことを踏まえると，区分経

理によって，東京電力が倒産する事態を招来するこ

とは妥当ではない。 

 先述したとおり，当事者ではない原子力事業者の

負担を軽減することは，原子力事業者の財産権保護

という観点からも重要ではある。しかし，原子力事

業者の相互扶助による支援額を過度に低減すると，

東京電力は，福島事故に伴う賠償のみならず，資金

調達の面でも経営が圧迫されることとなり，倒産す

る危険性が高まることとなる。 

 加えて，電気事業法の改正により，電気事業者は，

2025年4月1日から一般担保付社債32を発行すること

ができなくなる33ことから，今後は，電気事業者が

発行する社債の利率が現在よりも上昇することが想

定される34。したがって，区分経理により当事者で

はない原子力事業者の負担を段階的に軽減する必要

がある一方で，負担割合の設定に関しては，過度な

負担の増大によって東京電力の財務状況が悪化しな

いよう，上述した事情に配慮する必要があると考え

られる。  

 

５．残された課題 

 現行の機構法には，上述した問題のほかにも，今

後，小型モジュール炉(SMR)などの普及により新

規に原子力事業者になり得る企業にとって，一般負

担金の納付義務が負担になり，事業参入の障害にな

るという問題がある。 

 2023年5月31日に，原子力行政の「憲法」として

位置付けられる35原子力基本法が改正された。当該

改正において，原子力利用における国の責任として，

「国は，エネルギーとしての原子力利用に当たつて

は，原子力発電を電源の選択肢の一つとして活用す

ることによる電気の安定供給の確保，我が国におけ

る脱炭素社会（…）の実現に向けた発電事業におけ

る非化石エネルギー源（…）の利用の促進及びエネ

ルギーの供給に係る自律性の向上に資することがで

きるよう，必要な措置を講ずる責務を有する」との

文言が追加された（原子力基本法2条の2）。すなわ

ち，脱炭素社会を実現するために，国が責任を負い，

原子力利用を推進することが法律に定められたとい

える。 

 原子力発電の推進を国が主導することが法律に定

められた以上，国は，新たに原子力事業に参入する

企業の妨げにならないよう，現行の機構法を見直す

必要があると考えられる。例えば，新規参入する企

業に対して，福島事故の賠償支援に用いられる負担

部分については軽減措置を講じることが考えられる。

このような仕組みを創設する上でも，既に発生した

事故の賠償支援に用いられる負担部分を明確化する

ことは，現行の機構法における重要な課題であると

いえる。 
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公課のことを指す。  
8 金子宏『租税法〔第 24版〕』（弘文堂， 2021年） 9
頁。  
9 金子・前掲注(8)77頁。  
10 最大判平18・3・ 1民集 60巻 2号587頁。  
11 原田大樹「行政法学から見た原子力損害賠償」

法学論叢 173巻 1号（ 2013年） 9頁。同論文は，公金

徴収の立法準則として「対価性」「帰責性」「制裁」

「費用調達」の四種類を挙げた上で，そのなかで

も，費用調達を目的とする公金徴収には賦課金額

に歯止めをかける内在的な限界が存在しないこと

から，租税法律主義に基づき，徴収の要件につい

て法律で明確に規律すべきであるという前提に立

つ。そして，一般負担金は，将来の事故の際の反

対給付を得るための拠出金と理解されるものの，

リスクの計算やそれに基づく金額設定になってい

ない上，一般負担金は福島事故の賠償にも用いら

れることから，対価性に基づく公金徴収ではなく，

費用調達を目的とする公金徴収と解さざるを得な

いと述べている。同8-11頁参照。  
12 租税法律主義の内容である課税要件明確主義は，

法律又はその委任の下に政令や省令において課税

要件及び租税の賦課徴収の手続に関する定めをな

す場合には，その定めはなるべく一義的で明確で

なければならないことを意味する。金子・前掲注

(8)84頁。  
 機構法による一般負担金の算定方法は，一般負

担金年度総額×負担金率とされており（機構法 39
条 1項），一般負担金年度総額は，業務費用の長期

見通しと原子力事業者の収支状況を考慮するとの

み 定 め ら れ て い る （ 同 条 2 項 ）。 原 田 ・ 前 掲 注

(11)12頁は，このような規定の仕方について，課

税要件明確主義を充足せず，違憲と評価される可

能性があることを指摘する。  
13 最大判昭62・4・ 22民集 41巻3号 408頁。  
14 裁判所がこのような立場をとる理由については，

社会的効用を増大させるために人権を制限すると

いう関係の場合に人権を保護することは，まさに

裁判所に期待された役割であるから，審査基準を

緩和すべき理由はない，と説明されている。高橋

和之『立憲主義と日本国憲法〔第 5版〕』（有斐閣，

2023年）294頁。  
15 内在的制約とは，他の人権を侵害してはならな

いという制約のことを指す。高橋・前掲注(14)126
頁。  
16 積極目的規制とは，憲法 22条 1項が規定する職

業選択の自由に関する規制の合憲性審査に用いら

れる用語である。職業選択の自由に関する規制の

合憲性審査では，規制目的二分論という理論が用

いられる。これは，規制の合憲性審査にあたり，

 
消極目的の規制と積極目的の規制を区別し，それ

ぞれに対し異なる審査基準を用いるものである。

このなかで，積極目的の規制とは，福祉国家の理

念の下に，弱者保護のため，あるいは，社会経済

の均衡のとれた調和的発展のために行われる規制

であるとされる。そして，積極目的の規制の場合

には，消極目的の規制とは対照的に，目的及び手

段の選択に際して立法府に広範な裁量を認めてい

る。高橋・前掲注(14)280頁。  
17 芦部信喜（高橋和之補訂）『憲法〔第 8版〕』（岩

波書店，2023年） 256頁。  
18 最大判・前掲注(13)。  
19 本来は，人権享有の主体は自然人であるため，

法人（団体）に固有の人権主体性はないが，性質

上可能な限りにおいては，構成員の人権を代表し

て，法人も人権を主張することが学説上認められ

ている。高橋・前掲注(14)102-103頁，芦部・前掲

注(17)91-92頁。加えて，法人が人権を享有し得る

範囲として，財産権などの経済的自由権が含まれ

ることにあまり異論は認められていない。佐藤幸

治『日本国憲法論〔第 2版〕』（成文堂， 2020年）

172頁。  
20 なお，野村ほか編著・前掲注(1)で述べたとお

り，原賠法は民法の特別法であるが，民法 709条は

「故意又は過失によって他人の権利又は法律上保

護される利益を侵害した者は，これによって生じ

た損害を賠償する責任を負う」と定めていること

から，不法行為責任を負う加害者にのみ賠償責任

が生じることは，民法上の原則ともいえる。  
21  交付国債の償還額は，交付国債の発行限度額

15.4兆円を上限として増加し続けている。原子力

損害賠償・廃炉等支援機構「原子力損害賠償・廃

炉 等 支 援 機 構  説 明 資 料 」（ 2023 年 6 月 ），

https://ndf.s2.kuroco-
edge.jp/files/user/pdf/capital/ir/kiko_ir.pdf （ 最 終 閲

覧日： 2023年 12月 26日），「賠償，除染 交付国債

上積み 福島第一 計 15兆 4千億円に」電気新聞

（ 2023年12月 25日） 1面。そのため，国庫納付で償

還額を満たすのに要する期間は未定である。  
22 一般負担金及び特別負担金を収納する際の加害

者の負担割合を相対的に増やすことにより，負担

額の調整を図ることも考えられる。しかし，残余

金の全額国庫納付という手法をとる以上，国庫納

付が続く限りにおいて，各原子力事業者が納付し

た一般負担金は最終的に福島事故の賠償支援に用

いられることとなり，将来の事故に備えて残余金

の一部積立てを行うこと等は一切できない仕組み

となっている。加えて，加害者以外の原子力事業

者が納付する一般負担金の額を過度に低減すると，

機構の運営に支障が生じるおそれもあることから，

現行の機構法においては，負担額の調整を図るこ

とは実質的には困難であるといえる。  
23 参考として，佐瀬裕史「中間指針第五次追補に

よる確定判決の上書き」日本エネルギー法研究所

季報282号（ 2023年）3頁。  
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24 現行法においても，特別負担金については，で

きるだけ高額の負担を求めるものとして主務省令

で定める基準に従って定められることとされてい

る（機構法 52条 2項）。ただし， 2022年度分の特別

負担金は，東京電力の赤字が原因で 0円を計上して

いる。「賠償へ経営の安定不可欠 原子力事業者の

負担 2.5兆円迫る」電気新聞（ 2023年 4月 27日） 1
面。  
25 高橋・前掲注(2)140-141頁参照。  
26 東京電力ホールディングス株式会社「有価証券

報告書 2022年度（第 99期）」（ 2023年 6月 29日）

107頁参照，  
https://www.tepco.co.jp/about/ir/library/securities_rep
ort/pdf/202306-j.pdf（ 最 終 閲 覧 日 ： 2023年 12月 26
日）。  
27  橋 本 円 『 社 債 法 〔 第 2版 〕』（ 商 事 法 務 ， 2021
年）136-137頁。  
28 橋本・前掲注(27)137頁。  
29  株式会社格付投資情報センター「格付付与方

針」（ 2022年 6月 10日）2頁参照，  
https://www.r-
i.co.jp/rating/about/RatingDeterminationPolicies.pdf
（最終閲覧日：2023年 12月 26日）。  
30  安 部 健 介 『 新 ・ 会 社 法 実 務 問 題 シ リ ー ズ ・ 3 
新株予約権・社債〔第 3版〕』（中央経済社， 2021
年）366頁。  

 
31 リスクプレミアムとは，リスクのある資産の期

待収益率から無リスク資産の収益率を引いた差の

ことを指す。「リスクプレミアム」 SMBC日興証券

Webサイト，  
https://www.smbcnikko.co.jp/terms/japan/ri/J0091.ht
ml（最終閲覧日：2023年12月26日）。  
32 一般担保付社債とは，民法の規定による一般の

先取特権に次いで，会社の財産について他の債権

者に先立って自己の債権の弁済を受ける権利であ

る一般担保が付された債権をいう。橋本・前掲注

(27)92頁。  
33 電気事業法附則20，橋本・前掲注(27)93頁。  
34 一般担保が付されていることは，社債に係る債

務の支払いを確保し，社債の回収可能性を高める

ものであるため，同一の発行者が発行した無担保

社債よりも利率を下げる効果がある。橋本・前掲

注(27)137頁。ただし，一般担保がないことによっ

て必ずしも低利で社債が発行できなくなるとは限

らない。例えば，電源開発株式会社は既に無担保

に移行しているものの，旧一般電気事業者の社債

金利と遜色ない水準で社債を発行できている。「電

力 債 『 25 年 問 題 』  地 方 投 資 家 の 動 向 焦 点 に 

『一般担保付き』選好も」電気新聞（ 2023年 12月 1
日）1面。  
35  原 子 力 委 員 会 「 原 子 力 白 書  昭 和 31 年 版 」

（1957年12月）。  
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原子力損害賠償制度に係る法的論点検討班 

10月3日の第3回研究会では，竹下研究委員から

「2004年改正パリ条約下での法適用関係」というテ

ーマでご報告をいただいた。2004年改正パリ条約に

おける法適用に関する規定を概観した後，日本にお

ける原子力損害賠償に関する準拠法選択規則につい

てご解説をいただいた。その後，法益の要保護性，

風評被害のパリ条約の射程の有無や原子力損害賠償

に結実する諸原則の適用のあり方について議論した。 

 

エネルギーに関する国際動向の法的論点検討班 

 11月24日の第3回研究会では，西村研究委員から

「洋上風力発電と国際法」というテーマでご報告を

いただいた。排他的経済水域(EEZ)における洋上風

力発電施設が国際法上どのように位置付けられるか

を概観した後，EEZで洋上風力発電施設を設置する

際の「妥当な考慮(due regard)」の内容と海洋環境の

保全義務についてご解説をいただいた。その後，浮

体式発電施設に船舶安全法が適用される理由や，洋

上風力発電施設の設置に際してどの程度の考慮が求

められるか等について議論した。 

 

公益事業法制検討班 

10月23日の第2回研究会では，土田研究委員から

「洋上風力発電推進に向けた法的課題―研究序説

―」というテーマでご報告をいただいた。再エネ海

域利用法の概要や同法に基づく占用公募制度につい

てご報告をいただき，次に漁業関係の権利や訴訟事

例についてご解説をいただいた上で，洋上風力発電

の推進に向けた今後の課題についてご紹介をいただ

いた。その後，再エネ海域利用法に基づく占用公募

制度や洋上風力発電事業の推進と漁業権との関係に

ついて議論した。 

12月22日の第3回研究会では，武田研究委員から

「ガス市場のカーボンニュートラル化」というテー

マでご報告をいただいた。都市ガスのカーボンニュ

ートラル化に向けて注目されている，合成メタンや

バイオメタン等を巡る国内外の動向や諸論点につい

てご報告をいただいた後，都市ガスのカーボンニュ

ートラル化に係る制度や，国による今後の検討の方

向性についてご解説をいただいた。その後，合成メ

タン等におけるクレジットや証書を巡る論点につい

て議論した。 

 

再生可能エネルギー主力電源化に向けた法的論点検

討班 

11月14日の第2回研究会では，髙橋主査から「ド

イツ再生可能エネルギー法制の新局面―立地規制を

中心として―」というテーマでご報告をいただいた。

ドイツにおけるこれまでの再生可能エネルギーの立

地に関する制度的枠組みを整理し，2022年7月に成

立した土地利用計画法制の改正について概観した後，

ドイツの土地利用計画法制下の地域住民との調整や，

州に設定された風力導入目標に対する自治体間の摩

擦や，ドイツの土地利用法制が日本でどのように活

用できるかについて議論した。 

 

原子力の安全性を巡る法的問題検討班 

10月13日の第2回研究会では，川合研究委員から

「原子力安全規制における非法規の機能」というテ

ーマでご報告をいただいた。原子力安全規制の局面

において用いられる諸規範のうち法規でないものが

規制に取り込まれた経緯を概観した後，学協会規格

の利用に関する手続及び組織についてご解説いただ

いた。その後，学協会規格を行政上の基準として利

用することの是非や裁判所の判断基準等について議

論した。 

 

 

 

研究班の動き （10・11・12月） 
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